






























































1963 年 4 月 3 日から同月 16 日にかけて開催された第三回全国通訳ガイド工作会議で
は、周恩来国務院総理の外事通訳要員に対する要求に基づき、通訳ガイド要員には思想、
外国語、業務の三分野の気丈さが必要である旨が明確に提起された５）。さらに、1966 年 2






































第三類「中国公民の国内旅遊業務を経営する旅行社」に区分し、同条例第 7 条第 1 項第 5
号で、第一類と第二類の旅行社に対し、「旅遊業務を熟知した経営者、従業員及び審査を経
て合格した通訳ガイドを擁すること」を経営開始の条件の一つと定めた。
やがて 1987 年 12 月 1 日には、「ガイド要員管理暫定規定」13）（導游人員管理暫行規定）が国






















































さらに、翌 1997 年 3 月 17 日には「中国公民自費出国旅遊管理暫定辦法」（中国公民自費








類　　　型 委託派遣組織 解説内容 同行範囲 旅程中生活サービス
出境旅遊添乗員 組団社（＊1）
（領隊） （派遣側） 旅遊目的地国の状況（事前紹介） 全旅程同行 提供する
全旅程同行ガイド 組団社
（全陪導遊） （受入側） 道中各停留地点の状況 全旅程同行 提供する
地方同行ガイド
（地倍導遊） 地接社（＊2） 応対地及び現地遊覧名所の状況 受入地内同行 提供する
観光地名所ガイド








































院は、1999 年 5 月 14 日に国務院令第 263 号で「ガイド要員管理条例」（導游人員管理条例）
を発布した。同管理条例は、同年 10 月 1 日から施行され、現実に合わなくなったガイド
要員管理暫定規定は同時に廃止された。
さらに、同管理条例が施行されてまもなく、2001 年 12 月 27 日には「ガイド要員管理実















加えて、必ずガイド証を身に付けなければならず 34）（同第 8 条第 1 項）、ガイド証を保有せず












なお、ガイド証の有効期限は 3 年 36）であるが、有効期間満了後に引き続きガイド活動に
従事する必要がある場合、有効期限満了の 3 カ月前までに、省、自治区、直轄市の人民政







































語）の区分、同規定３条で随行形態（全程随行 37）、地方随行 38）、定点随行 39））の区分を規定
するものの、ガイドの能力の違いを十分に加味した条項は盛り込まれていなかった。そこ
で 2002 年 1 月 1 日から施行されたガイド要員管理実施辦法では、旅遊行政管理部門がガ
イド要員に対して実施する分級管理（同実施辦法第 2 条）、資格試験制度と等級試験制度
（同第 3 条）、点数管理制度（計分管理制度）と年度審査制度（同第 4 条）が盛り込まれた。
分級管理は、従来の区分に加え、新たに等級の概念が取り入れられていて、等級は、初
級、中級、高級、特級に分かれている（同第 27 条）。また、新たに導入された点数管理制
度は、ガイド要員の年間の持ち点を 10 点とし（同第 13 条）、ガイド要員が犯した違反行為
を五種類に分け、各々10 点減点、8 点減点、6 点減点、4 点減点、2 点減点（同第 14 条から





























































乗員証を申請することが規定された（同第 5 条）。添乗員証の有効期間は 3 年であるが、満
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期後も継続して添乗員業務に従事する場合、更新の申請は可能であった（同第 6 条第 3
項）。





















































































公室は 2016 年 1 月 19 日に「《2016 年全国ガイド要員資格試験大綱》を公布することに関
する通達」（関於公布《2016 年全国導游人員資格考試大綱》的通知）をまとめ、全国統一試験を









































































既得権に対する配慮もなされていて、2013 年 10 月 1 日以前に領隊証を保有していること
を前提に、2017 年 10 月 1 日より前にガイド証を取得し、「全国旅遊監管サービスプラット
フォーム」（全国旅游監管服務平台）への備案を経れば、学歴、言語、業務経験の要件は旧規
定が適用されることとなった 50）。カイド証の形質も、従来のＩＣカードからインテリジェ
ント移動情報端末型電子証に移行している 51）。そして、2017 年 11 月 1 日に国家旅遊局令









































１）1985 年 5 月 11 日に公布（同日施行）された「旅行社管理暫定条例」（旅行社管理暫行条例）第 2 条
では、「旅行社（旅遊公司又はその他同種の性質の組織、以下同じ）は、法に依って設立され、法人
格を有し、旅行者の誘致、応対に従事し、旅遊活動を組織し、独立採算を実行する企業を指す」と




第 2 条第 2 項）と規定する。「旅行社」は旅遊サービスを提供し、旅遊業務を展開する企業法人であ
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９）喬加欽「導游翻譯的工作特点及修養」『中国翻譯 1983 年第 11 期』1983 年 11 月、31 頁。この文献に
よると、1980 年代初頭において旅行業が応対する年間外国人旅行客は 30～40 万人程度に対し、通
訳ガイドの数は 2000 人程度であったようである。
10）当時のガイドという職業は、「高給取り、政府官僚の代名詞」であったとされる。奉琼「導游身分的
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